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議 案 参 考 資 料

（令和６年第１回定例会３月会議）

担当課（室）係

総務課　管理係

４．概要

１．議案名

議案第１１号　かつらぎ町監査委員条例及びかつらぎ町水道事業及び下水道事業の設置
等に関する条例の一部を改正する条例制定について

２．背景・経過

　地方自治法の一部改正に伴い、所要の改正を行おうとするものです。

３．趣旨・目的

　　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の一部を改正する法律が公布され、令和６年

　４月１日から施行されます。

　各条例において引用している地方自治法の規定条文の条ずれに伴う改正を行います。

（施行期日：令和６年４月１日）
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か
つ
ら
ぎ
町
監
査
委
員
条
例
 

（
令
和
６
年
第
１
回
定

例
会
３
月
会
議
）
 

【
議
案
第
１
１
号
 
参

考
資
料
】
 

か
つ

ら
ぎ
町

監
査
委
員

条
例

新
旧

対
照
表

 

改
 
正
 
後

 
改
 
正
 
前

 

【
第
１
条
関
係
】
 

 

 
 

○
か
つ
ら
ぎ
町
監
査

委
員
条
例
(
昭
和
3
9
年
か
つ
ら
ぎ
町
条
例
第
7
号
)
 

○
か
つ
ら
ぎ
町
監
査

委
員
条
例

(
昭
和
3
9
年
か
つ
ら
ぎ
町
条
例
第
7
号
)
 

 
 

 
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）

 
 

 
(職

員
の
賠
償
責
任
の
決
定

) 
(職

員
の
賠
償
責
任
の
決
定

) 
第

8条
 

法
第

24
3条

の
2の

8第
3項

の
規

定
に

よ
る

職
員

の
賠

償
責

任
の

有
無

及

び
賠
償
額

の
決

定
書
並

び
に

同
条
第

8項
の

規
定
に

よ
る
意
見

書
は

、
審
査

に
付

さ
れ
た
日
か
ら

20
日
以
内
に
町
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
特

別
の
事
情
が
あ
る

場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

 

第
8条

 
法

第
24

3条
の

2の
2第

3項
の

規
定

に
よ

る
職

員
の

賠
償

責
任

の
有

無
及

び
賠
償
額

の
決

定
書
並

び
に

同
条
第

8項
の

規
定
に

よ
る
意
見

書
は

、
審
査

に
付

さ
れ
た
日
か
ら

20
日
以
内
に
町
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
特

別
の
事
情
が
あ
る

場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

 
 

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）
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か
つ
ら
ぎ
町
水
道
事
業
及
び
下
水
道
事
業
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例

 

（
令
和
６
年
第
１
回
定

例
会
３
月
会
議
）
 

【
議
案
第
１
１
号
 
参

考
資
料
】
 

か
つ

ら
ぎ
町
水
道
事
業
及
び
下
水
道
事
業
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
新
旧
対
照
表
 

改
 
正
 
後

 
改
 
正
 
前

 

【
第
２
条
関
係
】
 

 

 
 

か
つ
ら
ぎ
町
水
道
事
業
及
び
下
水
道
事
業
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
 

(
平
成
1
0
年
か
つ
ら
ぎ
町
条
例
第
1
号
)
 
か
つ
ら
ぎ
町
水
道
事
業
及
び
下
水
道
事
業
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例

 

(
平
成
1
0
年
か
つ
ら
ぎ
町
条
例
第
1
号
)
 

 
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）

 

 
 

(議
会
の
同
意
を
要
す
る
賠
償
責
任
の
免
除

) 
(議

会
の
同
意
を
要
す
る
賠
償
責
任
の
免
除

) 
第

6条
 
法
第

34
条
に

お
い
て
準
用

す
る
地
方

自
治

法
(昭

和
22

年
法
律

第
67

号
)第

24
3条

の
2の

8第
8項

の
規

定
に

よ
り

上
下

水
道

事
業

の
業

務
に

従
事

す
る

職
員

の
賠
償
責
任
の
免

除
に
つ
い
て
議
会
の
同
意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
は
、

当
該
賠
償
責
任
に

係
る
賠
償
額
が

10
万
円
以
上
で
あ
る
場
合
と
す
る
。

 

第
6条

 
法
第

34
条
に
お

い
て
準
用

す
る
地
方

自
治

法
(昭

和
22

年
法
律

第
67

号
)第

24
3条

の
2第

8項
の

規
定

に
よ

り
上

下
水

道
事

業
の

業
務

に
従

事
す

る
職

員
の

賠
償
責
任
の
免
除

に
つ
い
て
議
会
の
同
意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
は
、
当

該
賠
償
責
任
に
係

る
賠
償
額
が

10
万
円
以
上
で
あ
る
場
合
と
す
る
。

 
 

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）
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議 案 参 考 資 料

（令和６年第１回定例会３月会議）

　　②委員を５人から７人に増員します。

２．背景・経過

担当課（室）係

総務課　管理係

１．議案名

議案第１２号　かつらぎ町特別職報酬等審議会条例の一部を改正する条例制定について

４．概要

　　現在の規定では、議員の報酬額や特別職の給料等を見直す議案を提出しようとすると

きには、町長の諮問に応じ、審議会の意見を聴くこととなっています。

３．趣旨・目的

　　審議会の所掌事項及び委員の人数の見直し等を行うことにより、更なる審議会の充実

　を図るため、所要の改正を行おうとするものです。

　（施行期日：令和６年４月１日）

　　①議会に議案を提出しようとするときだけでなく、事前に調査審議し、町長に対し意

　　　見具申できるよう所掌事項を見直します。
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か
つ
ら
ぎ
町
特
別
職
報
酬
等
審
議
会
条
例
-
 
1
 
-
 

（
令
和
６
年
第
１
回
定

例
会
３
月
会
議
）
 

【
議
案
第
１
２
号
 
参

考
資
料
】
 

か
つ

ら
ぎ
町

特
別
職
報

酬
等

審
議

会
条
例
新
旧

対
照
表

 

改
 
正
 
後

 
改
 
正
 
前

 

○
か
つ

ら
ぎ
町
特
別
職
報
酬
等
審
議
会
条
例
（
昭
和

4
1
年
か
つ
ら
ぎ
町
条
例
第
1
号
）
 
○
か
つ
ら
ぎ
町
特
別
職
報
酬
等
審
議
会
条
例
（
昭
和
4
1
年
か
つ
ら
ぎ
町
条
例
第
1
号
）
 

 
 

（
設
置

）
 

 
第

1条
 
地

方
自
治

法
（

昭
和
２
２

年
法
律

第
６

７
号
）
第
１

３
８

条
の
４

第
３
項

の
規

定
に
基
づ
き
、
特
別
職

の
報
酬
等
の
額
に
つ
い
て
審
議
す
る
た
め
、
か
つ
ら

ぎ
町

特
別
職
報
酬
等
審
議
会
（
以
下
「
審
議
会
」
と
い
う
。
）
を
置
く
。

 

第
1条

 
町

長
の
諮

問
に

応
じ
議
員

報
酬
等

の
額

に
つ
い
て
審

議
す

る
た
め

、
か
つ

ら
ぎ
町
特
別
職
報

酬
等
審
議
会

(以
下
「
審
議
会
」
と
い
う
。

)を
置
く
。

 

（
所
掌

事
項
）

 
 

第
2条

 
審

議
会
は

、
議

会
の
議
員

の
議
員

報
酬

の
額
並
び
に

町
長
、

副
町

長
及
び

教
育

長
の
給
料
の
額
そ
の
他
特
別
職
の
報
酬
等
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
、
調
査

審
議

し
、
町
長
に
対
し
意
見

具
申
す
る
と
と
も
に
、
町
長
か
ら
諮
問
が
あ
っ
た
と

き
は

、
当
該
諮
問
事
項
に
つ
い
て
答
申
す
る
も
の
と
す
る
。

 

第
2条

 
町

長
は
、

議
会

の
議
員
の

議
員
報

酬
の

額
並
び
に
町

長
、

副
町
長

及
び
教

育
長
の
給
料
そ
の

他
の
給
与
条
例
を
議
会
に
提
出
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら

か
じ
め
当
該
議
員

報
酬
等
の
額
に
つ
い
て
審
議
会
の
意
見
を
聞
く
も
の
と
す
る
。

 

（
委
員

）
 

 
第

3条
 
審
議
会
は
、
委
員

7人
を
も
っ
て
組
織
し

、
そ
の
委
員
は
か
つ
ら
ぎ
町
の
区

域
内

の
公

共
的

団
体

等
の

代
表

者
そ

の
他

学
識

経
験

者
を

住
民

の
う

ち
か

ら
必

要
の

都
度
町
長
が
任
命
す
る
。

 

第
3条

 
審
議
会
は
、
委
員

5人
を
も
っ
て
組
織
し
、
そ
の
委
員
は
か
つ
ら
ぎ
町
の
区

域
内

の
公

共
的

団
体

等
の

代
表

者
そ

の
他

学
識

経
験

者
を

住
民

の
う

ち
か

ら
必

要
の
都
度
町
長
が

任
命
す
る
。

 
2 

委
員
は
、
当
該
審
議
が
終
了
し
た
と
き
は
、
解
任
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。

 
2 

委
員
は

、
当
該

諮
問

に
係
る
審

議
が
終

了
し

た
と
き
は
、

解
任
さ

れ
る

も
の
と

す
る
。

 
（
会
長

）
 

 
第

4条
 
審
議
会
に
会
長
を
置
き
、
委
員
の
互
選
に
よ
り
選
出
す
る
。

 
第

4条
 
審
議
会
に
会
長
を
置
き
、
委
員
の
互
選
に
よ
り
選
出
す
る
。

 
2・

3 
（
略
）

 
2・

3 
（
略
）

 
（
会
議

）
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か
つ
ら
ぎ
町
特
別
職
報
酬
等
審
議
会
条
例
-
 
2
 
-
 

改
 
正
 
後

 
改
 
正
 
前

 

第
5条

 
審
議
会
は
、
会
長
が
招
集
す
る
。

 
第

5条
 
審
議
会
は
、
会
長
が
招
集
す
る
。

 
2・

3 
（
略
）

 
2・

3 
（
略
）

 
（
庶
務

）
 

 
第

6条
 
審
議
会
の
庶
務
は
、
総
務
課
に
お
い
て
処
理
す
る
。

 
第

6条
 
審
議
会
の
庶
務
は
、
総
務
課
に
お
い
て
処
理
す
る
。

 
（
委
任

）
 

 
第

7条
 
こ

の
条
例

に
定

め
る
も
の

の
ほ
か

、
審

議
会
の
運
営

に
関

し
必
要

な
事
項

は
、

町
長
が
定
め
る
。

 
第

7条
 
こ

の
条
例

に
定

め
る
も
の

の
ほ
か

、
審

議
会
の
運
営

に
関

し
必
要

な
事
項

は
、
町
長
が
定
め

る
。

 
 

 
（
附
 
則
 
省
 
略
）

 
（
附
 
則
 
省
 
略
）
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議 案 参 考 資 料 担当課（室）係

（令和６年第１回定例会３月会議） 健康推進課　保険年金係

の規定が大きく改正されました。

１．議案名

議案第１３号　かつらぎ町ひとり親家庭医療費給付条例の一部を改正する条例制定につ
いて

２．背景・経過

　保護命令制度の拡充及び保護命令違反の厳罰化が行われることにより、配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護法等に関する法律（平成１３年法律第３１号）第４章

　この改正に伴い、かつらぎ町ひとり親家庭医療費給付条例の一部を改正するもので

３．趣旨・目的

　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部改正（令和５年法

律第３０号）に伴い、所要の改正を行うものです。

す。

４．概要

　改正前の法第１０条第１項は、「接近禁止命令」及び「退去等命令」を規定してい

ため、改正後の「退去等命令」の根拠となる法第１０条の２の引用を加える改正を行

（施行期日：令和６年４月１日）

　ますが、改正後の法第１０条第１項は、「接近禁止命令」のみを規定することになる

　うものです。
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か
つ
ら
ぎ
町
ひ
と
り
親
家
庭
医
療
費
給
付
条
例

-
 
1
 
-
 

（
令
和
６
年
第
１
回
定

例
会
３
月
会
議
）
 

【
議
案
第
１
３
号
 
参

考
資
料
】

 

か
つ

ら
ぎ
町

ひ
と
り
親

家
庭

医
療

費
給
付
条
例

新
旧
対
照

表
 

改
 
正
 
後

 
改
 
正
 
前

 

○
か
つ
ら
ぎ
町
ひ
と
り
親
家
庭
医
療
費
給
付
条
例
 

○
か
つ
ら
ぎ
町
ひ
と
り
親
家
庭
医
療
費
給
付
条

例
 

（
平
成
1
9
年
か
つ
ら
ぎ
町
条
例
第
3
1
号
）
 

（
平
成
1
9
年
か
つ
ら
ぎ
町
条
例
第
3
1
号
）
 

 
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）

 
 

 
(定

義
) 

(定
義

) 
第

2条
 
（
略
）

 
第

2条
 
（
略
）

 
2 

（
略
）

 
2 

（
略
）

 
3 

（
略
）

 
3 

（
略
）

 
(1

) 
～

(6
) 

（
略

）
 

(1
) 
～

(6
) 

（
略
）

 
(7

) 
配

偶
者

が
配

偶
者

か
ら

の
暴

力
の

防
止

及
び

被
害

者
の

保
護

等
に

関
す

る

法
律

(平
成

13
年
法
律
第

31
号
。
以
下
「

D
V防

止
法
」
と
い
う
。

)第
10

条
第

1
項

又
は

第
10

条
の

2の
規

定
に

よ
る

命
令

を
受

け
て

い
る

男
子

又
は

女
子

で

あ
っ
て
、
当
該

命
令
の
申
立
て
を
行
っ
た
も
の

 

(7
) 

配
偶

者
が

配
偶

者
か

ら
の

暴
力

の
防

止
及

び
被

害
者

の
保

護
等

に
関

す
る

法
律

(平
成

13
年
法
律
第

31
号
。
以
下
「

D
V防

止
法
」
と
い
う
。

)第
10

条
第

1
項
の
規
定
に
よ

る
命
令
を
受
け
て
い
る
男
子
又
は
女
子
で
あ
っ
て
、
当
該
命
令

の
申
立
て
を
行

っ
た
も
の

 
4 

（
略
）

 
4 

（
略
）

 
5 

（
略
）

 
5 

（
略
）

 
第

3条
 
（
略
）

 
第

3条
 
（
略
）

 
 

(3
) 

配
偶

者
が

D
V防

止
法

第
10

条
第

1項
又

は
第

10
条

の
2の

規
定

に
よ

る
命

令
を
受
け
て
い
る
男
子
又
は
女
子
で
あ
っ
て
、
当
該
命
令
の
申
立
て
を
行
っ
た

も
の
及
び
そ
の
児
童

 

(3
) 

配
偶

者
が

D
V防

止
法

第
10

条
第

1項
の

規
定
に

よ
る

命
令

を
受

け
て
い
る

男
子
又
は
女
子

で
あ
っ
て
、
当
該
命
令
の
申
立
て
を
行
っ
た
も
の
及
び
そ
の
児

童
 

2 
（
略
）

 
2 

（
略
）
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か
つ
ら
ぎ
町
ひ
と
り
親
家
庭
医
療
費
給
付
条
例

-
 
2
 
-
 

改
 
正
 
後

 
改
 
正
 
前

 

3 
（
略
）

 
3 

（
略
）

 
 

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）
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議 案 参 考 資 料 担当課（室）係

（令和６年第１回定例会３月会議） 健康推進課　長寿社会係

します。

　移送サービス料について、乗車１回につき１人当たり３００円を別表第１項に追加

　現在、花園地域の高齢化率は、５８．６％という状況であり、このような中、花園地

４．概要

　従前から実施している移送サービスを、将来に向けて持続可能なものとするため、受

益と負担の適正化を踏まえ、条例の一部改正を行うものです。

改正内容は、次のとおりです。

公共交通サービスの空白地域である花園地域での持続可能な交通手段構築が喫緊の課題

１．議案名

議案第１４号　かつらぎ町高齢者生活福祉センター設置及び管理条例の一部を改正する
条例制定について

２．背景・経過

を実施しておりました。

３．趣旨・目的

域では合併以前より、社会福祉協議会に委託し、地域支え合い事業として移送サービス

　今後、高齢化が進み、運転免許証を返納する方も増えることが想定されることから、

となっています。

移送サービスの概要は次のとおりです。

　①運行区域　　花園地域内（有田川町押手の一部を含む）

　②運行形態　　事前予約制デマンド型

　③運行日時　　平日　８：３０～１７：００（土日祝日、年末年始は運行しない）

　④利 用 者　　会員登録をした花園地域に住所を有する者

　⑤利 用 料　　乗車１回につき１人当たり「３００円」

（施行期日：令和６年４月１日）

　⑥目 的 地　　公共施設、金融機関、診療所など
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議 案 参 考 資 料 担当課（室）係

（令和６年第１回定例会３月会議） 住民福祉課　福祉係

４．概要

犯罪被害者等の支援に関し、次の事項について規定します。

(1) 目的（第１条関係）
(2) 定義（第２条関係）
(3) 基本理念に関すること。 （第３条関係）
(4) 町の責務に関すること。 （第４条関係）
(5) 町民等の責務に関すること。 （第５条関係）
(6) 相談及び情報の提供等に関すること。 （第６条関係）
(7) 見舞金の支給に関すること。 （第７条関係）
(8) 居住の安定に関すること。 （第８条関係）
(9) 広報及び啓発に関すること。 （第９条関係）
(10) 民間支援団体への支援に関すること。 （第１０条関係）

（施行期日：令和６年４月１日）

１．議案名

議案第１５号　かつらぎ町犯罪被害者等支援条例制定について

２．背景・経過

　犯罪被害者等基本法の趣旨を踏まえ、犯罪被害者等の支援に必要な事項を定めるため
条例を制定するものです。

３．趣旨・目的

　犯罪被害者等が受けた被害の軽減及び回復に向けた施策の総合的な推進並びに犯罪被
害者等を支える地域社会の形成を図り、もって犯罪被害者等の権利利益を保護するとと
もに、町民が安全に安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的
とする。
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議 案 参 考 資 料 担当課（室）係

（令和６年第１回定例会３月会議） 健康推進課　介護保険係

　第１２段階　　　　　　　　　　　　　　　　　１７５，９００円

　第１３段階　　　　　　　　　　　　　　　　　１８３，６００円

　第１段階　　　２４，６００円　　　　　→　　　２１，８００円　　　　　　　▲　２，８００円

　第２段階　　　４１，１００円　　　　　→　　　３７，１００円　　　　　　　▲　４，０００円

　第３段階　　　５７，５００円　　　　　→　　　５２，４００円　　　　　　　▲　５，１００円

　第４段階　　　７３，９００円　　　　　→　　　６８，８００円　　　　　　　▲　５，１００円

　第５段階　　　８２，２００円（基準額）→　　　７６，５００円（基準額）　　▲　５，７００円

　第６段階　　　９８，６００円　　　　　→　　　９１，８００円　　　　　　　▲　６，８００円

　第７段階　　１０６，８００円　　　　　→　　　９９，４００円　　　　　　　▲　７，４００円

　第８段階　　１２３，３００円　　　　　→　　１１４，７００円　　　　　　　▲　８，６００円

　第９段階　　１３９，７００円　　　　　→　　１３０，０００円　　　　　　　▲　９，７００円

　第１０段階　１５２，０００円　　　　　→　　１４５，３００円　　　　　　　▲　６，７００円

　第１１段階　１５６，１００円　　　　　→　　１６０，６００円　　　　　　　　　４，５００円

　第１号被保険者の介護保険料について、各段階の保険料額及びその算定基準を定める

１．議案名

議案第１６号　かつらぎ町介護保険条例の一部を改正する条例制定について

２．背景・経過

３．趣旨・目的

得金額等の改正が必要となりました。

　介護保険において、市町村は、国の定める基本指針に即して、３年を一期とする介護

保険事業計画を定めることとされています。今般、令和６年度から令和８年度における

第９期介護保険事業計画の策定及び介護保険制度の持続可能性を確保する観点から、第

　１号被保険者間での所得再分配機能を強化すること（保険料標準段階の多段階化、標準

　乗率の引き上げ、低所得者の標準乗率の引き下げ等）により、低所得者の保険料額の上

　昇の抑制を図るという国の方針が出されたことにより、介護保険料額の改定及び基準所

第１号被保険者の所得段階の多段階化に伴う保険料額の見直し

 【第８期（令和３年～令和５年度）】　  　【第９期（令和６年～８年度）】 　　　【差額】

４．概要

ため、所要の改正を行おうとするものです。
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　第１１段階　　　　　　　　　７００万円以上　　　　→　　　　５２０万円以上６２０万円未満

　第１２段階　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６２０万円以上７２０万円未満

　　　　　　【第８期（令和３年～令和５年度）】　　　　【第９期（令和６年～令和８年度）】

　第９段階　　　３２０万円以上４００万円未満　　　　→　　　　３２０万円以上４２０万円未満

　第１０段階　　４００万円以上７００万円未満　　　　→　　　　４２０万円以上５２０万円未満

（施行期日：令和６年４月１日）

 基準所得金額（合計所得金額）の範囲の一部変更

　第１３段階　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７２０万円以上
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の
区

分
に

よ
る

額
を

適
用

さ
れ

た
な

ら
ば

保
護

を
必

要
と

し
な

い
状

態
と

な
る

も
の

(令
第

39
条

第
1項

第
1号

イ
((1

)に
係

る
部
分

を
除

く
。

)に
該

当

す
る
者
を
除

く
。

) 
(1

1)
 
令
第

38
条
第

1項
第

11
号
に
掲
げ
る
者
 

16
0,

60
0円

 
(1

1)
 
前
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
者
 

15
6,

10
0円

 
 

 
 

 
(1

2)
 
令
第

38
条
第

1項
第

12
号
に
掲
げ
る
者
 

17
5,

90
0円

 
 

 
 

 
 

(1
3)
 
令
第

38
条
第

1項
第

13
号
に
掲
げ
る
者
 

18
3,

60
0円

 
 

 
 

2 
前

項
第

1号
に

掲
げ

る
第

1号
被

保
険

者
に

つ
い

て
の

保
険

料
の

減
額

賦
課

に

係
る
令
和

6年
度
か

ら
令
和

8年
度
ま
で
の
各
年
度
に
お
け
る
保
険
料
率
は
、
同
号

の
規
定
に
か
か
わ

ら
ず
、

21
,8

00
円
と
す
る
。

 

2 
前

項
第

1号
に

掲
げ

る
第

1号
被

保
険

者
に

つ
い

て
の

保
険

料
の

減
額

賦
課

に

係
る
令
和

3年
度
か
ら
令
和

5年
度
ま
で
の
各
年
度
に
お
け
る
保
険
料
率
は
、
同
号

の
規
定
に
か
か
わ

ら
ず
、

24
,6

00
円
と
す
る
。

 
3 

前
項

の
規

定
は

、
第

1項
第

2号
に

掲
げ

る
第

1号
被

保
険

者
に

つ
い

て
の

保
険

料
の

減
額

賦
課

に
係

る
令

和
6年

度
か

ら
令

和
8年

度
ま

で
の

各
年

度
に

お
け

る

保
険
料
率
に
つ
い

て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
前
項
中
「

21
,8

00
円
」

3 
前

項
の

規
定

は
、

第
1項

第
2号

に
掲

げ
る

第
1号

被
保

険
者

に
つ

い
て

の
保

険

料
の

減
額

賦
課

に
係

る
令

和
3年

度
か

ら
令

和
5年

度
ま

で
の

各
年

度
に

お
け

る

保
険
料
率
に
つ
い

て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
前
項
中
「

24
,6

00
円
」
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か
つ
ら
ぎ
町
介
護
保
険
条
例
-
 
4
 
-
 

改
 
正
 
後

 
改
 
正
 
前

 

と
あ
る
の
は
「

37
,1

00
円
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

 
と
あ
る
の
は
「

41
,1

00
円
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

 
4 

第
2項

の
規
定
は

、
第

1項
第

3号
に
掲
げ
る
第

1号
被
保
険
者
に
つ
い
て
の
保
険

料
の

減
額

賦
課

に
係

る
令

和
6年

度
か

ら
令

和
8年

度
ま

で
の

各
年

度
に

お
け

る

保
険
料
率
に
つ
い

て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第

2項
中
「

21
,8

00
円
」

と
あ
る
の
は
「

52
,4

00
円
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

 

4 
第

2項
の
規
定
は
、
第

1項
第

3号
に
掲
げ
る
第

1号
被
保
険
者
に
つ
い
て
の
保
険

料
の

減
額

賦
課

に
係

る
令

和
3年

度
か

ら
令

和
5年

度
ま

で
の

各
年

度
に

お
け

る

保
険
料
率
に
つ
い

て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第

2項
中
「

24
,6

00
円
」

と
あ
る
の
は
「

57
,5

00
円
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

 
 

第
12

条
 
（
略
）

 
 

2 
（
略
）

  

3 
保
険
料
の
賦
課
期
日
後
に
令
第

38
条
第

1
項

第
1
号
イ
(
同
号
に
規
定

す
る
老

齢
福
祉
年
金
の
受
給
権
を
有
す
る
に
至
っ
た
者
及
び
(
1
)
に
係
る
者
を
除
く
。
)
、

ロ
若
し
く
は
ニ
、
第

2
号
ロ
、
第

3
号
ロ
、
第

4
号
ロ
、
第

5
号
ロ
、
第

6
号

ロ
、
第

7
号
ロ
、
第

8
号
ロ
、
第

9
号
ロ
、
第

10
号
ロ
、
第

11
号
ロ
又
は
第

12
号

ロ
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
第

1
号
被
保
険
者
に
係
る
保
険
料
の
額
は
、
当

該
該
当
す
る
に
至
っ
た
日
の
属
す
る
月
の
前
月
ま
で
月
割
り
に
よ
り
算
定
し
た

当
該
第

1
号
被
保
険
者
に
係
る
保
険
料
の
額
と

当
該
該
当
す
る
に
至
っ
た
日
の

属
す
る
月
か
ら
令
第

38
条
第

1
項
第

1
号
か

ら
第

12
号
ま
で
の
い
ず
れ
か
に

規
定
す
る
者
と
し
て
月
割
り
に
よ
り
算
定
し
た
保
険
料
の
額
の
合
算
額
と
す
る
。

 

3 
保
険
料
の
賦
課
期
日
後
に
令

第
39

条
第

1項
第

1号
イ

(同
号
に
規
定
す
る
老
齢

福
祉
年
金
の
受
給

権
を
有
す
る
に
至
っ
た
者
及
び

(1
)に

係
る
者
を
除
く
。

)、
ロ

若
し
く
は
ニ
、
第

2号
ロ
、
第

3号
ロ
、
第

4号
ロ
、
第

5号
ロ
、
第

6号
ロ
、
第

7
号
ロ
、
第

8号
ロ

又
は
第

9号
ロ
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
第

1号
被
保
険
者
に
係
る

保
険
料
の
額
は
、
当
該
該
当
す
る
に
至
っ
た
日
の
属
す
る
月
の
前
月
ま
で
月
割
り

に
よ
り
算
定
し
た

当
該
第

1号
被
保
険
者
に
係
る
保
険
料
の
額
と
当
該
該
当
す
る

に
至
っ
た
日
の
属

す
る
月
か
ら
令

第
39

条
第

1項
第

1号
か
ら
第

9号
ま
で
の
い
ず

れ
か
に
規
定
す
る

者
と
し
て
月
割
り
に
よ
り
算
定
し
た
保
険
料
の
額
の
合
算
額

と
す
る
。

 

第
13

条
 
保
険
料
の
額
の
算
定
の
基
礎

に
用
い
る
町
民
税
の
課
税
非
課
税
の
別
又

 
は

地
方
税

法
(昭

和
25

年
法

律
第

22
6号

。
以
下

「
地

方
税
法

」
と

い
う

。
)第

29
2条

第
1項

第
13

号
に

規
定

す
る
合

計
所
得

金
額

(以
下

「
合

計
所
得

金
額

」
と

い

う
。

)(租
税
特
別
措

置
法

(昭
和

32
年
法
律
第

26
号

)第
33

条
の

4第
1項

若
し
く
は

第
2項

、
第

34
条
第

1項
、
第

34
条
の

2第
1項

、
第

34
条
の

3第
1項

、
第

35
条
第

1項
、
第

35
条
の

2第
1項

、
第

35
条
の

3第
1項

又
は
第

36
条
の
規
定
の
適
用
が
あ

る
場
合
に
は
、
当
該

合
計
所
得
金
額
か
ら
令
第

22
条
の

2第
2項

に
規
定
す
る
特
別

控
除
額
を
控
除
し
て
得
た
額
と
し
、
当
該
合
計
所
得
金
額
が
零
を
下
回
る
場
合
に

は
、
零
と
す
る
。
附

則
第

10
条
第

2号
イ
を
除
き
、
以
下
同
じ
。

) 
が
確
定
し
な

い
た

め
当

該
年

度
分

の
保

険
料

の
額

を
確

定
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

場
合

に
お

第
13

条
 

保
険

料
の

額
の

算
定

の
基

礎
に

用
い

る
町

民
税

の
課

税
非

課
税

の
別

又

は
合

計
所

得
金

額
が

確
定

し
な

い
た

め
当

該
年

度
分

の
保

険
料

の
額

を
確

定
す

る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
確
定
す
る
日
ま
で
の
間
に
お
い
て

到
来

す
る
納

期
に

お
い
て
徴

収
す

べ
き

保
険

料
に
限
り

、
第

1号
被

保
険
者

に
つ

い
て
、
当
該
保
険
料
の
賦
課
期
日
の
属
す
る
年
度
の
前
年
度
分
の
町
民
税
の
課
税

非
課

税
の

別
又

は
合

計
所

得
金

額
を

基
礎

と
し

て
第

10
条

の
規

定
の

例
に

よ
り

算
定

し
た

額
を

当
該

年
度

の
当

該
保

険
料

に
係

る
納

期
の

数
で

除
し

て
得

た
額

を
、
そ
れ
ぞ
れ
の
納
期
に
係
る
保
険
料
と
し
て
普
通
徴
収
す
る
。
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か
つ
ら
ぎ
町
介
護
保
険
条
例
-
 
5
 
-
 

改
 
正
 
後

 
改
 
正
 
前

 

い
て
は
、
そ
の
確
定
す
る
日
ま
で
の
間
に
お
い
て
到
来
す
る
納
期
に
お
い
て
徴
収

す
べ

き
保
険

料
に

限
り
、
第

1号
被

保
険

者
に
つ

い
て

、
当

該
保

険
料

の
賦
課
期

日
の

属
す

る
年

度
の

前
年

度
分

の
町

民
税

の
課

税
非

課
税

の
別

又
は

合
計

所
得

金
額

を
基

礎
と

し
て

第
10

条
の

規
定

の
例

に
よ

り
算

定
し

た
額

を
当

該
年

度
の

当
該
保
険
料
に
係
る
納
期
の
数
で
除
し
て
得
た
額
を
、
そ
れ
ぞ
れ
の
納
期
に
係
る

保
険
料
と
し
て
普
通
徴
収
す
る
。

 
 

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）
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議 案 参 考 資 料 担当課（室）係

（令和６年第１回定例会３月会議） 環境課　環境政策係

１．議案名

議案第１７号　かつらぎ町太陽光発電設備の設置に関する条例

２．背景・経過

３．趣旨・目的

〇近隣住民への説明

の調和並びに自然環境の維持を図り、本町の良好な環境の保全に寄与することを目的と

　地球温暖化防止並びに未利用地の有効活用の観点から、太陽光発電設備の導入が全国

的に活発化しています。

します。

　太陽光発電設備の設置による自然環境、生活環境、景観等に及ぼす影響や災害の発生

が危惧されることに鑑み、和歌山県条例の対象に含まれない合計出力５０ｋＷ未満の太

陽光発電設備の設置について必要な事項を定めることにより、太陽光発電事業と地域と

〇事業計画の届出

〇事業計画の公表

（施行期日：令和６年７月１日）

４．概要

・近隣住民の生活環境への影響に十分配慮すること。

・発電事業の施行に伴う災害防止に万全を期すこと。

〇適用範囲

　発電出力が５０ｋＷ未満の太陽光発電設備

〇事業者の責務

　事業実施者は、町に当該太陽光発電設備の設置等に関する計画について協議すること。

　事業実施者は、事前協議後、近隣住民に対し説明を行うこと。

　事業実施者は、当該工事着手３０日前までに、事業計画を町長に届け出ること。

・関係法令の遵守

〇事前協議
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議 案 参 考 資 料

（令和６年第１回定例会３月会議）

　大臣から環境大臣へ、その他の水道行政に関する事務は厚生労働大臣から国土交通大

　臣へ令和６年４月１日から移管します。これに伴い水道法が一部改正され、令和６年

　水道法の一部改正に伴い、本条例中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改めま

す。

　担当課（室）係

　上下水道課　総務係

４．概要

１．議案名

　議案第１８号　かつらぎ町水道事業給水条例の一部を改正する条例制定について

２．背景・経過

３．趣旨・目的

　　水道法の一部改正に伴い、所要の改正を行おうとするものです。

　　生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律が公布され、

　水道に関する水質基準の策定等、水質または衛生に関する事務については、厚生労働

　４月１日に施行されます。

（施行期日：令和６年４月１日）
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か
つ
ら
ぎ
町
水
道
事
業
給
水
条
例
-
 
1
 
-
 

（
令
和
６
年
第
１
回
定

例
会
３
月
会
議
）
 

【
議
案
第
１
８
号
 
参

考
資
料
】
 

か
つ
ら
ぎ
町
水
道
事
業
給
水
条
例
新
旧
対
照
表

 

改
 
正
 
後

 
改
 
正
 
前

 

〇
か
つ

ら
ぎ
町
水
道
事
業
給
水
条
例
 

(
平
成

1
0
年
か
つ
ら
ぎ
町
条
例
第
2
号
)
 

〇
か
つ
ら
ぎ
町
水
道
事
業
給
水
条
例

 

(
平
成
1
0
年
か
つ
ら
ぎ
町
条
例
第
2
号
)
 

 
 

（
省
 
 
 
 
 

略
）

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）

 
 

 
(給

水
装
置
の
新
設
等
の
申
込
み

) 
(給

水
装
置
の
新
設
等
の
申
込
み

) 
第

5条
 
給
水
装
置
を
新
設
、
改
造
、
修
繕

(法
第

16
条
の

2第
3項

た
だ
し
書
の
国
土

交
通

省
令

で
定

め
る

給
水

装
置

の
軽

微
な

変
更

を
除

く
。

)又
は

撤
去

し
よ

う
と

す
る
者
は
、
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
あ
ら
か
じ
め
管
理
者
に
申
し
込
み
、

そ
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

第
5条

 
給
水
装
置
を
新
設
、
改
造
、
修
繕

(法
第

16
条
の

2第
3項

の
厚
生
労
働
省
令

で
定
め
る
給
水

装
置
の
軽
微
な
変
更
を
除
く
。

)又
は
撤
去
し
よ
う
と
す
る
者
は
、

別
に
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
り
、
あ
ら
か
じ
め
管
理
者
に
申
し
込
み
、
そ
の
承
認
を

受
け
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

 
2 

（
略
）

 
2 

（
略
）

 
 

 
（
省
 
 
 
 
 

略
）

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）

 
 

 
(給

水
装
置
の
基
準
違
反
に
対
す
る
措
置

) 
(給

水
装
置
の
基
準
違
反
に
対
す
る
措
置

) 
第

46
条
 
（
略
）

 
第

46
条
 
（
略
）

 
2 

管
理
者

は
、
水

の
供

給
を
受
け

る
者
の

給
水

装
置
が
、
指

定
給
水

装
置

工
事
事

業
者
の
施
工
し
た
給
水
装
置
工
事
に
係
る
も
の
で
な
い
と
き
は
、
そ
の
者
の
給
水

契
約
の
申
込
み
を
拒
み
、
又
は
そ
の
者
に
対
す
る
給
水
を
停
止
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
た
だ
し
、
法
第

16
条
の

2第
3項

た
だ
し
書

の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
給
水

装
置
の
軽
微
な
変
更
で
あ
る
と
き
、
又
は
当
該
給
水
装
置
の
構
造
及
び
材
質
が
そ

の
基
準
に
適
合
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

 

2 
管
理
者

は
、
水

の
供

給
を
受
け

る
者
の

給
水

装
置
が
、
指

定
給
水

装
置

工
事
事

業
者
の
施
工
し

た
給
水
装
置
工
事
に
係
る
も
の
で
な
い
と
き
は
、
そ
の
者
の
給
水

契
約
の
申
込
み

を
拒
み
、
又
は
そ
の
者
に
対
す
る
給
水
を
停
止
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
た
だ
し
、
法

第
16

条
の

2第
3項

の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
給
水
装
置
の
軽

微
な
変
更
で
あ

る
と
き
、
又
は
当
該
給
水
装
置
の
構
造
及
び
材
質
が
そ
の
基
準
に

適
合
し
て
い
る

こ
と
を
確
認
し
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。
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か
つ
ら
ぎ
町
水
道
事
業
給
水
条
例
-
 
2
 
-
 

改
 
正
 
後

 
改
 
正
 
前

 

 
 

（
省
 
 
 
 
 

略
）

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）

 
 

 
(過

料
) 

(過
料

) 
第

49
条
 
町
長
は
、
次
の
各
号
の
一
に
該
当
す
る
者
に
対
し
、

5万
円
以
下
の
過
料

を
科
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 
第

49
条
 
町
長
は
、
次
の
各
号
の
一
に
該
当
す
る
者
に
対
し
、

5万
円
以
下
の
過
料

を
科
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

 
(1

) 
第

5条
の
承
認
を
受
け
な
い
で
、
給
水
装

置
を
新
設
、
改
造
、
修
繕

(法
第

1
6条

の
2第

3項
た

だ
し

書
の

国
土

交
通

省
令

で
定

め
る

給
水

装
置

の
軽

微
な

変
更
を
除
く
。

)又
は
撤
去
し
た
者

 

(1
) 

第
5条

の
承
認
を
受
け
な
い
で
、
給
水
装
置
を
新
設
、
改
造
、
修
繕

(法
第

1
6条

の
2第

3項
の

厚
生

労
働

省
令

で
定

め
る

給
水

装
置

の
軽

微
な

変
更

を
除

く
。

)又
は
撤
去
し
た
者

 
(2

)・
(3

) 
（
略
）

 
(2

)・
(3

) 
（
略
）

 
 

 
（
省
 
 
 
 
 

略
）

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）
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議 案 参 考 資 料

（令和６年第１回定例会３月会議）

　（施行期日：令和６年４月１日）

②別表第１関係

① 第５条第２項関係

　　消防作業従事者等の補償基礎額の最低額を8,900円から9,100円に引き上げます。

　る政令（昭和３１年政令第３３５号）で定める非常勤消防団員等及び消防作業従事者等

　の損害補償に係る補償基礎額が改定されたため、所要の改正を行うものです。

４．概要

　非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令が改正され、令和６年４月１日

から施行されます。

３．趣旨・目的

　　一般職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律（令和５年法律第７３号）に

　より、一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号）別表第４イ公安職

　俸給表（一）が改定されたことに伴い、非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定め

２．背景・経過

　ついて

担当課（室）係

危機管理課　消防係

１．議案名

議案第１９号　かつらぎ町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例制定に
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か
つ
ら
ぎ
町
消
防
団
員
等
公
務
災
害
補
償
条
例

-
 
1
 
-
 

（
令
和
６
年
第
１
回
定

例
会
３
月
会
議
）

 
【
議
案
第
１
９
号
 
参

考
資
料
】

 

か
つ

ら
ぎ
町

消
防
団
員

等
公

務
災

害
補
償
条
例

新
旧
対
照

表
 

改
 
正
 
後

 
改
 
正
 
前

 

○
か
つ
ら
ぎ
町
消
防
団
員
等
公
務
災
害
補
償
条
例

 
○
か
つ
ら
ぎ
町
消
防
団
員
等
公
務
災
害
補
償
条

例
 

(
昭
和
4
1
年
か
つ
ら
ぎ
町
条
例
第
2
4
号
)
 

(
昭
和
4
1
年
か
つ
ら
ぎ
町
条
例
第
2
4
号
)
 
 

 
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）

 
 

 
(補

償
基
礎
額

) 
(補

償
基
礎
額

) 
第

5条
 

前
条

に
規

定
す

る
損

害
補

償
(以

下
「

損
害

補
償

」
と

い
う

。
)は

、
療

養

補
償
及
び
介
護
補

償
を
除
き
、
補
償
基
礎
額
を
基
礎
と
し
て
行
う
。

 
第

5条
 

前
条

に
規

定
す

る
損

害
補

償
(以

下
「

損
害

補
償

」
と

い
う

。
)は

、
療

養

補
償
及
び
介
護
補

償
を
除
き
、
補
償
基
礎
額
を
基
礎
と
し
て
行
う
。

 
2 

前
項
の
補
償
基
礎

額
は
、
次
の
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

 
2 

前
項
の
補
償
基
礎
額
は
、
次
の
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

 
(1

) 
（
略
）

 
(1

) 
 （

略
）

 
(2

) 
消

防
作

業
従

事
者

、
救

急
業

務
協

力
者

若
し

く
は

水
防

従
事

者
又

は
応

急

措
置
従
事
者

(以
下
「
消
防
作
業
従
事
者
等
」
と
い
う
。

)が
消
防
作
業
等
に
従

事
し
、
若
し
く
は
救
急
業
務
に
協
力
し
、
又
は
応
急
措
置

の
業
務
に
従
事
し
た

こ
と
に
よ
り
死

亡
し
、
負
傷
し
、
若
し
く
は
疾
病
に
か
か
り
、
又
は
消
防
作
業

等
に
従
事
し
、
若
し
く
は
救
急
業
務
に
協
力
し
、
又
は
応

急
措
置
の
業
務
に
従

事
し
た
こ
と
に

よ
る
負
傷
若
し
く
は
疾
病
に
よ
り
死
亡
し
、
若
し
く
は
障
害
の

状
態

と
な

っ
た

場
合

に
あ
っ

て
は

9,
10

0円
と

す
る
。

た
だ
し

、
そ

の
額

が
、

そ
の

者
の

通
常

得
て

い
る

収
入

の
日

額
に

比
し

て
公

正
を

欠
く

と
認

め
ら

れ

る
と
き
は
、

14
,2

00
円
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
こ
れ
を
増
額
し
た
額
と

す
る
こ
と
が
で

き
る
。

 

(2
) 

消
防

作
業

従
事

者
、

救
急

業
務

協
力

者
若

し
く

は
水

防
従

事
者

又
は

応
急

措
置
従
事
者

(以
下
「
消
防
作
業
従
事
者
等
」
と
い
う
。

)が
消
防
作
業
等
に
従

事
し
、
若
し
く
は
救
急
業
務
に
協
力
し
、
又
は
応
急
措
置

の
業
務
に
従
事
し
た

こ
と
に
よ
り
死

亡
し
、
負
傷
し
、
若
し
く
は
疾
病
に
か
か
り
、
又
は
消
防
作
業

等
に
従
事
し
、
若
し
く
は
救
急
業
務
に
協
力
し
、
又
は
応

急
措
置
の
業
務
に
従

事
し
た
こ
と
に

よ
る
負
傷
若
し
く
は
疾
病
に
よ
り
死
亡
し
、
若
し
く
は
障
害
の

状
態

と
な

っ
た

場
合

に
あ
っ

て
は

8,
90

0円
と

す
る
。

た
だ
し

、
そ

の
額

が
、

そ
の

者
の

通
常

得
て

い
る

収
入

の
日

額
に

比
し

て
公

正
を

欠
く

と
認

め
ら

れ

る
と
き
は
、

14
,2

00
円
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
こ
れ
を
増
額
し
た
額
と

す
る
こ
と
が
で

き
る
。

 
3・

4 
（
略
）

 
3・

4 
（
略
）
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か
つ
ら
ぎ
町
消
防
団
員
等
公
務
災
害
補
償
条
例

-
 
2
 
-
 

改
 
正
 
後

 
改
 
正
 
前

 

 
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）

 
 

 
別
表
第

1(
第

5条
関
係

) 
別
表
第

1(
第

5条
関

係
) 

補
償
基
礎
額
表

 
補
償
基
礎
額
表

 
階
級

 
勤
務
年
数

 
10

年
未
満

 
10

年
以
上

20
年
未

満
 

20
年
以
上

 

団
長
及
び
副
団
長

 
12

,5
00

円
13

,3
50

円
14

,2
00

円

分
団
長
及
び
副
分
団
長

 
10

,8
00

円
11

,6
50

円
12

,5
00

円

部
長
、
班
長
及
び
団
員

 
9,

10
0円

9,
95

0円
10

,8
00

円
 

階
級

 
勤
務
年
数

 
10

年
未
満

 
10

年
以
上

20
年
未

満
 

20
年
以
上

 

団
長
及
び
副
団
長

 
12

,4
40

円
13

,3
20

円
14

,2
00

円

分
団
長
及
び
副
分
団

長
 

10
,6

70
円

11
,5

50
円

12
,4

40
円

部
長
、
班
長
及
び
団

員
 

8,
90

0円
9,

79
0円

10
,6

70
円

 

 
 

（
省
 
 
 
 
 
略
）

 
（
省
 
 
 
 
 
略
）
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議 案 参 考 資 料

（令和６年第１回定例会３月会議）

３．趣旨・目的

　

４．概要

　　令和２年度国道４８０号沿地域振興交流施設指定管理納付金の一部弁済の合意を受

　　債権回収に係る合意を受け、その権利を放棄するものです。

　　納付金額　：４，７８０，０００円

　け、残債についての債権放棄を行います。

担当課（室）係

 産業観光課　商工観光係

１．議案名

　議案第２１号　権利の放棄について

　権を放棄するものです。

　いて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１０号の規定により債

　　今回、相手方代理弁護士との間で債権の一部弁済の合意締結した事を受け、残債につ

　納となっており、町顧問弁護士に委託して債権回収をおこなってきました。

　　令和２年度の国道４８０号沿地域振興交流施設指定管理納付金について、これまで未

２．背景・経過

　　債権放棄額：３，５８０，０００円

　　今回納付額：１，２００，０００円
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議 案 参 考 資 料 担当課（室）係

（令和６年第１回定例会３月会議） 会計課　会計係

４．概要

　辺地対策事業債を経費の財源に充てるために辺地総合整備計画を変更します。

　　令和４年３月に策定しました「辺地総合整備計画」を変更しようとするものです。

　　変更の理由につきましては、事業の実施にあたり、浄水施設の場所が当初予定してい
　た場所から変更することとなったため、配管の総延長が増加し、取水施設周辺の護岸擁
　壁工事を行う必要が生じたためとなります。
　　工事の変更と追加、また、物価高騰に伴い、事業費の増加及び計画期間の延長に係る
　計画変更を行うため、別紙「辺地総合整備計画」について「辺地に係る公共的施設の総
　合整備の財政上の特別措置に係る法律」第３条第８項に基づき和歌山県知事と協議し同
　意を得ましたので、本計画を議会に上程し、令和６年度から計画を変更しようとするも
　のです。

　　令和４年３月に策定しました下志賀地区飲料水供給施設整備事業に係る「辺地総合整
　備計画」について、浄水施設の場所を変更することとなり、工事内容の変更や追加が生
　じました。また、近年の物価高騰に伴い、事業費の増額及び計画期間の延長を行うた
　め、当該計画の変更を行います。

１．議案名

議案第２２号　辺地総合整備計画の変更について

２．背景・経過

３．趣旨・目的
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